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実 施 概 要 

 
 
Ⅰ．実施時期 
 

平成１７年１０月１５日から１１月２５日 
（ホームページを活用した広報（若年者向け特設ページ「あなたの将来、ダイジョーブ」）は継続中） 

 

Ⅱ．広報テーマ等 
１ 広報テーマ 

    以下の広報テーマについて周知を図ることにより、年金制度に対する理解を深めてもらうこと

を主目的とする。 

(1) 年金制度の基礎的事項の周知（優位性のアピール） 

 (2) 社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の発行に係る周知 

 (3) 「ねんきんダイヤル」導入に係る周知 

 (4) 年金週間期間中の年金相談（土日曜の休日開庁及び平日の時間延長）の周知 

(5) 特別障害給付金制度の早期請求のための周知 

  なお、(1)から(3)までを重点事項とする。 
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２ 広報媒体及び時期 

 (1) 新聞（２回掲載、１回目１０月１５日～１７日、２回目１１月５日または６日） 

○中央紙 ５紙（朝日、毎日、読売、日経、産経）・・・・・５段×２回 

○地方紙 ４１紙 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５段×２回 

(2) 雑誌（１回掲載、カラー片面１ページ） 

  ① 週・月刊誌（５誌） 

○週刊ヤングジャンプ（11 月 2 日）、○週刊少年ジャンプ（11 月 21 日）、 

○週刊少年マガジン（11 月 22 日）、 

○ａｎａｎ（11 月 2 日）、○ｎｏｎ・ｎｏ（11 月 5 日） 

② タウン情報誌（１回掲載、モノクロ片面１ページ） 

    全国タウン情報誌３２誌 

※ 11 月 25 日前後の発刊日に掲載 

(3) ポスター（Ｂ２版） 

「年金週間」周知用、「ねんきんダイヤル」周知用の２種類を作成 

(4) その他 

インターネットにおいて若年者向け特設ページ及び携帯用特設ページを設置 

 

３ 実施費用 

費用：２２４，１７５千円 
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調査結果の概要について 

 

Ⅰ．効果測定の実施内容 

  以下の区分にて、過去２回の効果測定で実施している①メディア接触率、②理解度、③共感度

の３項目の調査を行うとともに、広報テーマ等の認知率・認知経路の調査を併せて実施。 

（１）新聞読者・・・インターネットを活用したアンケートを実施（１，０００人×２回）。 

（２）雑誌読者・・・インターネットを活用して広告を掲載した雑誌（５誌）の読者の絞込みを

行い、該当する雑誌の読者に対してアンケートを実施（１，０００人）。 

 

Ⅱ．新聞読者に対する効果測定の実施結果概要 

１ メディア接触率等 

  メディア接触率、理解度、共感度について調査を実施（資料①）。 

２ 広報テーマ等の認知率 

   広報テーマ以外の項目も含めて、年金制度の基礎的事項やその他の年金事業等を列記（１７

項目）し、各項目の認知状況について調査を実施（資料②）。 

  なお、認知率の調査に併せて、認知経路（どのような広報媒体から情報を得たか）の調査を

実施したところ、年金制度の基礎的事項については、テレビ（ニュース等）、新聞のマスメデ

ィアから知ったと回答した者が多いのに対して、国民年金の「保険料の前納割引」、「口座振替

割引」、「保険料免除」といった事項は、市町村広報誌から知ったと回答した者が最も多かった。 
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’１６年度（秋の年金広報） ’１６年度（年度末の年金広報） ’１７年度（秋の年金広報）

広報テーマ ・年金制度の基礎的事項の周知 ・制度改正事項等９項目 ・年金制度の基礎的事項の周知
・年金相談の時間延長 ・国民年金の社会保険料控除証明書の発行

・ねんきんダイヤルの実施
・年金相談の時間延長　等

広報のボリューム 読売全15段、その他中央紙５段、地方紙10段 中央・地方紙とも５段を２回 中央・地方紙とも５段を２回

効果測定方法の
主な相違点

広告実施から４週間後に調査（雑誌広告終了を
待ってから調査開始）

広告実施の翌日から調査開始 広告実施の翌日から調査開始

メディア接触率 １８％(※) １回目、２回目ともに３７％ １回目３５．３％、２回目３１．２％
確かに見たは、３％ 確かに見たは、７％ 確かに見たは、１回目6.0%、２回目5.4%

理解度 ４９％～６９％ ２６％～７９％ １回目３３．７％～５９．１％
２回目４１．２％～６４．２％

共感度 ３１％ ９％～４５％ １回目４５．９％（共感できない１９．１％）
２回目４３．５％（共感できない１５．９％）

（参考）

認知率 ８％ ８％～５０％ １回目⇒２回目
新規事業の比較 社会保険料控除証明書 ８．０％⇒１５．１％

ねんきんダイヤル ２．７％⇒５．４％

口座振替前納割引の理解度が高く、税制改正
により年金受取額が変更となる場合があること
及び特別障害給付金制度の理解度が低かっ
た。

年金を受けるためには最低２５年間の加入が必
要なことについて理解が高かったが、マクロ経
済スライドの理解度は低かった。

※平成１６年度の秋の年金広報のメディア接触率（１８％）は、広告掲載の約４週間後に調査を行っていることから、その後の広報のメディア接触率との比較はできな
い。

年金週間の相談時間延長等
国民年金の口座振替前納割引の認知が高く、
厚生年金保険の次世代育成支援の認知が低
かった。

○基礎年金額の1/3（将来は1/2）は国庫負担で
あることについての理解度が高く、特別障害給
付金制度の理解度が低くかった。

　資料①：メディア接触率等（今回及び過去の新聞広報の調査）
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　資料②：広報テーマ等の認知率（新聞調査）

①　年金制度の基礎的事項（８項目）
「20～60歳まで納付義務があること」が９０％弱、「25年の受給要件」が７０％台半ばと高いが、「国庫負担1/3（将来は1/2）」が４０％台、「40
年間納付で満額」が３０％未満と低い。
②　その他の年金事業等（９項目）
「ねんきんダイヤル」、「年金週間期間中の相談窓口延長等」の相談サービス関係、「特別障害給付金」の認知率が１０％未満と低い。

・年代別に比較すると、男女ともに、年代が上がるほど認知率が高くなる傾向が見られ、殆どの項目で60代の認知率が最も高くなっている。

41.4

11.7

75.5

85.3

25.7

64.4
60.5

54.2
46.5

28.8 26.9

56.9

38.3

8.0 5.6 2.7 2.1 2.7 3.6

44.1

13.0

76.4

89.3

29.0

66.3 64.0
55.8

49.3

31.7 29.9

60.8

42.4

15.1
7.1 5.4 3.9 5.0 2.3

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

基
礎

年
金

額
の

１
／

３
（
将

来
は

１
／

２
）は

国
が

負
担

若
者

で
も

納
付

し
た

１
．

７
倍

以
上

の
年

金
を

受
け

取
れ

る

年
金

受
給

の
た

め
、

保
険

料
納

付
済

期
間

が
25

年
以

上
必

要

2
0
歳

か
ら

6
0歳

ま
で

、
保

険
料

の
納

付
義

務
が

あ
る

老
齢

基
礎

年
金

は
、

保
険

料
納

付
期

間
が

40
年

で
満

額

国
民

年
金

の
加

入
手

続
き

は
、

自
ら

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

国
が

運
営

す
る

終
身

年
金

で
、

生
涯

に
わ

た
っ

て
年

金
が

受
け

取
れ

る

障
害

年
金

、
遺

族
年

金
も

あ
り

、
万

一
の

と
き

も
安

心

保
険

料
を

ま
と

め
て

納
め

る
と

、
割

引
さ

れ
る

前
納

制
度

保
険

料
を

口
座

振
替

で
前

納
す

る
と

、
割

引
額

が
ア

ッ
プ

納
付

は
、

コ
ン

ビ
ニ

や
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

か
ら

も
可

能

納
付

が
困

難
な

場
合

は
保

険
料

の
免

除
等

の
申

請
が

で
き

る

年
金

の
保

険
料

は
、

全
額

が
社

会
保

険
料

控
除

の
対

象

Ｈ
17

年
分

申
告

か
ら

、
控

除
申

告
時

に
証

明
書

類
が

必
要

無
年

金
障

害
の

方
の

特
別

障
害

給
付

金
制

度
が

ス
タ

ー
ト

Ｈ
17

年
1
0
月

3
1
日

よ
り

「
ね

ん
き

ん
ダ

イ
ヤ

ル
」が

ス
タ

ー
ト

「
ね

ん
き

ん
ダ

イ
ヤ

ル
」は

ど
こ

で
も

市
内

通
話

料
金

で
利

用
で

き
る

年
金

週
間

中
は

相
談

窓
口

受
付

を
、

夜
７

時
ま

で
延

長
、

休
日

も
行

う

●
こ

の
中

に
は

１
つ

も
な

い

#1（1000） #2（1000）

 

＃１：新聞広告１回目後の調査、＃２：新聞広告２回目後の調査 
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Ⅲ．雑誌読者に対する効果測定の実施結果概要 

広告を掲載した若者向け雑誌５誌の読者（15 歳～29 歳）1,000 人に対して、 

①雑誌広告 

②雑誌広告で誘引した特設ホームページ「あなたの将来、ダイジョーブ」 

③タウン情報誌に掲載した広告 

に関する接触率等の調査を実施（資料③）。 

なお、広報の効果測定において、今回、初めて 10 歳台（15～19 歳）の調査を行った。15～19

歳の者の制度内容の理解度は低いものの、フリーアンサーでは年金制度に対する否定的な意見は

少なかった。 
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認知計

↓

確かに見た 見たような気がする 見ていない

アクセス

あり計

↓

QRコードを読み取ってアクセス パソコンからアクセス アクセスしていない

認知計

↓

確かに見た 見たような気がする 見ていない

　資料③：雑誌読者に対する効果測定の実施結果概要

①雑誌広告について
　 雑誌広告接触率は28％。そのうち確かに見た者は8％。
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②雑誌広告で誘引した特設ホームページ「あなたの将来、ダイジョーブ」について
　 雑誌広告を見て社会保険庁のサイトにアクセスした人は全体で24％。
　 その内パソコンからのアクセスが17％、QRコード（携帯電話）は8％となっている。
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#3（280） （24.3）

9.8 21.4 68.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

#3（112） （31.3）

③タウン情報誌に掲載した広告について
　広告を掲載した若者向け雑誌５誌の読者のうち、地方都市で発売されているタウン情報誌を購読していた者の割合は、１１％であった。
　その１１％の者に、タウン情報誌に掲載した広告に対する接触率を調査したところ、
　認知率は3１％。そのうち確かに見た者は10％。
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調査結果を踏まえた考察 

 

Ⅰ．調査実施者からの意見提言 

○ 一般的に広報テーマを絞ったほうが認知率が高まることから、多数の広報テーマを一回の新聞に盛り込むのではなく、類似

する広報テーマごとにまとめて、別々に新聞広報を行うことが望ましい。 

⇒ 市町村広報誌の訴求力が強いことから、市町村広報誌と新聞で広報テーマを振り分けることが効率的 

 

Ⅱ．調査実施者からの提言を踏まえた考察 

１ 広報媒体について 

(1) 認知経路からの考察 

各広報テーマの認知経路について調査を行ったところ、「テレビ（ニュースを含む）」、「新聞」、「市町村広報誌」からの

認知が、他の広報媒体と比較して圧倒的に高い。 

    ⇒ テレビでのニュースリリースは確実性が乏しいことから、市町村広報誌の有効活用が重要 

(2) 新聞広報について 

傾向として、年齢階級が高いほど接触率が高いことから、年金受給者向けの広報媒体として最も有効的である。 

⇒ 広く周知することができる新聞広報は欠かせないが、新聞は若者への訴求力が弱いことから、効果的・効果的な若者

向けの媒体を選定し、新聞広報を補完する必要がある 

(3) 雑誌広報について 

   ① 週刊誌・月刊誌 

今回の若者向け週刊誌・月刊誌による広報は、雑誌広告から特設ページへ誘引することが目的であった。雑誌広告の

接触率が２８％であって、そのうち雑誌広告を見て社会保険庁のホームページにアクセスした者は２４％との回答と、

５誌の発行部数（７７０万部）から積算して推計すると、特設サイトの利用件数は５２万件となる。 
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⇒ ５２万件のアクセス件数から広告の費用対効果を図ることは難しいが、若者向けの雑誌の利用は一定の効果があると

考えられる 

   ② タウン情報誌 

①の週刊・月刊誌を購入している者であって、タウン情報誌を購入している者は１１％であった。 

⇒ タウン情報誌は地方都市に限られていることを考慮すると、全国誌に対して１１％の購読率は高いと考えられる。コ

ストが低いことから大都市圏をカバーするリビング紙（サンケイリビング等）と地方都市をカバーするタウン情報誌を

併用することで、効率的な広報が実施できる可能性がある 

 

２ 広報テーマについて 

「40 年間納付で満額となること」の認知率が低い。 

⇒ 「25 年の納付要件」よりも「40 年間納付で満額となること」を周知して納付を呼びかけるべきである 

 

３ フリーアンサーについて（参考） 

    アンケートでの自由回答欄に寄せられた主な意見 

(1) 「本当に将来年金を受け取れるのか不安」という意見が一番多い。 

(2) 「都合のいいことばかりではなく、デメリットもきちんと知らせてほしい」といった意見が散見された。 

(3) 「どの世代でも納付した額の１．７倍以上の年金が受け取れる」との広報文に対する反応が若者を中心に多かった。「30

年以上先の未来も１．７倍が保障されているのか分からない」との否定的な意見も少なくないが、「具体的な表現で分かり

やすい・説得力がある」との肯定的な意見のほうが多く見受けられた。 

 

Ⅲ．今後の年金広報への反映 

本調査結果の取りまとめ時点（平成１８年１月）において、年度末の年金広報（平成１８年２月実施）の実施内容は確定済み

であることから、平成１８年度に実施する年金広報から調査結果を反映する。 
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＜参考＞新聞広報 

１回目（平成１７年１０月１５日～１７日掲載） 
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＜参考＞新聞広報 

２回目（平成１７年１１月５日または６日掲載） 

 

 


